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はじめに
　淑徳大学は，2010年度に「コミュニティ政策学部」を設置する。この名称となった「コ
ミュニティ政策」，さらに「コミュニティ政策学」をどのようにとらえ教育・学問研究にあ
たっていくのか，これを，多くの人々にわかりやすく示す必要があるだろう。
　本稿は，淑徳大学コミュニティ政策学部コミュニティ政策学科において導入科目となって
いるコミュニティ政策論および地域総合論の骨子を示すとともに，それらを通じて学際的か
つ実践的学問としてのコミュニティ政策学の展望を試みるものである。
　はじめに，淑徳大学の建学とその精神を確認したうえで，今日の大学教育をめぐる環境に
ついてふれ，新学部の意義についてのべる。次に，我が国における既存のコミュニティ政
策学部・学科もしくは関連学科等を概観した後，淑徳大学のコミュニティ政策学部におい
て「コミュニティ政策」に関する学びを進めるにあたり，今日的な「コミュニティ」と「政
策」の概念を整理する。そのうえで，コミュニティ政策の対象となる現実的な対象分野を整
理し，まとめとして，今日の社会で必要とされる人材と「コミュニティ政策学部」の役割を
位置づけたいと思う。
１　淑徳大学の建学の精神と沿革
　淑徳大学は，1965（昭和40）年，大乗仏教の精神に基づき，社会福祉の増進と教育とによ
る人間開発・社会開発に貢献する人材の育成を目的として設立された。学祖長谷川良信は，
「第一に，本学部（社会福祉学部）は，社会奉仕の意気と信念を啓培するところである。諸
君は，社会奉仕の信念をもって社会と人間との福祉に献身奉仕し，理想社会の建設に努め，
人類永遠の護り手となることのうちに，みずからの幸福を見出す真の社会事業精神を深く身
につけるよう，在学期間を通じて専心研鑽されんことを切望する。第二に，変転極まりのな
い現在の複雑な社会に処するには，いかに慈愛と情熱に富む社会事業精神の持ち主であって
も，ただそれだけでは役に立たない。ぜひ近代の科学技術の精髄を学び，日に日に進歩す
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る方法論にも通暁して，その叡智と良能とを発揮し得る高度の知識人でなければならない。
（中略）社会の現実に即して愛の手をさしのべ，福祉社会，福祉国家の実現に役立つ時代の
旗手たり得るよう願ってやまない」（１）と述べている。
　また，「for him（彼のために）ではなく，together with him（彼と共に）でなければならな
い」と社会福祉のあり方を示した。同時にこれは，淑徳大学の福祉教育の理念ともなってい
る。社会と人間との福祉に献身奉仕することが，自らの幸福を見出す精神の持ち主であるこ
ととは，「自利利他の精神」であり，「共生」の思想へとつながる。「社会の現実に即して」
「時代の旗手」たり得るようとは，すなわち，現実の社会においてその課題と対峙し，解決
に向けて実践できる人材，その時代のリーダーとして活躍できる人材である。そうした人材
の育成を目指してきたのである。
　淑徳大学は，その後，社会福祉の単学部単学科から1992（平成４）年に社会学科を設置し
て，学部名を社会学部に変更した。平成1996（平成８）年４月には，国際コミュニケーショ
ン学部を開設，平成13年には，社会学部に心理学科を設置したが，2005（平成）17年度に
は，「改めて，その創立の原点に立ち返り，その教育理念と今後の目指す方向をより鮮明に
するため」学部名称を『総合福祉学部』に変更した。以降，大学紹介などに『福祉の淑徳』
とのスローガンを掲げている。また，2007（平成19）年４月には 看護学部を開設した。そ
して，2010（平成22）年４月にコミュニティ政策学部が設置されることとなった。
２　今日の大学教育をめぐる環境
　（１）少子化と大学全入時代
　日本における大学（大学および短期大学）進学率は，現学制になって以来上昇し続け，
1960（昭和35）年には10％を，1969（昭和44）年に20％を超え，1975（昭和50）年には約
40％に達する。その後，1990（平成２）年までの15年間は多少の変動はあるものの，おおむ
ね40％前後で推移する。1991（平成３）年からは，再び上昇しはじめ，2007（平成19）年度
には53.7％（２）になっている。
　入学定員が拡大・確保される一方で，大学進学対象者である18歳人口は，近年では，1992
年度のおよそ205万人をピークとして顕著な減少傾向を示し，2007年度にはおよそ130万人で
あり，今後もこの減少傾向は続くと推計されている（３）。当該年度の大学・短大入学者を当
該年度の大学・短大志願者で割った「収容力」は，2007年度には90.5％に達しており，希望
すれば入学できる「大学全入時代」になったといえる。また，専門学校等をふくむ高等教
育機関への進学率は76.3％であり，ユニバーサル段階（４）となっている。これらから，既に，
入学をめぐって激しい競争が行われる選抜性の強い大学が一部に存在する一方で，私立大学
の約４割は入学定員を充足できない（５），いわゆる「定員割れ」の状況が生まれている。
⑵
コミュニティ政策学とその学習に関する考察 
　（２）学士課程と大学の役割
　20世紀後半の高等教育の目標は，いかに多くの国民に高等教育の機会を提供するかという
量的拡大であり，その到達点は「ユニバーサル化」であった。いま日本は，この段階に達し
たといえる。しかし，この実現は，学歴社会の呪縛による進学に対する強い期待と少子化に
よっていわば「受動的」にもたらされたという面が強い。一方におけるグローバル化は，国
際競争を意識した高い知的水準と行動力が求められる。
　従来，大学には入学試験によって，一定の学力水準を測定し，入学生を選抜する機能が
あった。しかし，全入時代を迎え，この選抜方式は大きく変わってきた。大学の存亡をかけ
た立場からは，入学定員確保のためさまざまな方式を用いて学生を迎え入れなければならな
い。これは単に経営維持のためばかりではなく，その大学の歴史的，社会的存在意義を問
い，主張するものであり，否定されるべきではないだろう。
　しかし，こうした状況は，当然に一部の学力不足の学生の入学が懸念されることとなる。
したがって，そうしたことも意識しながら，21世紀前半の高等教育の焦点は，「量的拡大か
ら質的高度化」を目指すことになろう（６）。これを示したのが2008年12月の中教審答申『学
士課程教育の構築に向けて』であるといえる。
　この答申は，「社会からの信頼に応え，国際通用性を備えた学士課程教育の構築」の実現
を掲げ，これらの改革にあたって３つの教学経営方針を示している。その①は，「幅広い学
び等を保証し，「21世紀型市民」に相応しい「学習成果」の達成を」であり，卒業までに学
生がどのような能力の習得を目指すのか，できるだけ具体的に示し，教育課程の体系化・構
造化をはかって「学習成果」を達成すべきというものである。その②は，「学生が本気で学
び，社会で通用する力を身に付けるよう，きめ細やかな指導と厳格な成績評価を」である。
全入時代では，教育課程の内容にとどまらず，指導方法，成績評価の改善が重要であり，学
生の多様化に応じた学習者本位の改革が必要であるという。その③は，「入学者受け入れ方
針を明確にし，高等学校段階の学習成果の適切な把握・評価を」である。大学が入学者を
「選抜」する時代が終わり，むしろ入学者が「選択」する時代に変わった。大学と入学者が
ニーズのマッチングをはかり，入学者の適切な学力把握を行ったうえで教育を実施する必要
があると指摘する。
　このような方針に基づき，組織的教育活動を展開するため，教員の共通理解と教授法の不
断の研究（ファカルティ・ディベロップメント＝FD）・見直しなど教育力向上に向けた総
合的取り組みが必要であり，職員の職能開発（SD）を推進して教育・経営などに積極的な
参画を図っていくべきとしている。
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　（３）学習成果をめぐって
　①　生涯学習と学習成果
　ここで強調される「学習成果」あるいはその「達成」は，日本における生涯学習の重要な
キーワードでもある。日本において「生涯学習」という言葉が，広く用いられるようになっ
たのは，1965年に，ユネスコ（国連教育科学文化機関）の第３回世界成人教育推進国際委
員会でボール・ラングラン（Lengrand,P）が報告書を提出し「生涯教育」（lifelong integrated 
education）の概念を提唱したことが契機となっていることはよく知られている。日本におけ
る「生涯学習」の普及は，このユネスコで提唱された「生涯教育」の政策化によるものとい
える。1971年の社会教育審議会答申「急激な社会構造の変化に対処する社会教育のあり方に
ついて」では「生涯教育」の語が示され，81年の中央教育審議会答申「生涯教育について」
において『自発的意思の「生涯学習」』として，「教育」という表記よりも，より自発性を
強調する意味で「学習」が望ましいとして，この用語が使われることとなる。そして，1987
年，臨時教育審議会教育改革に関する第四次（最終）答申では，第２章に「教育改革の視
点」を設け，①個性重視（明治以来の効率性の追求を改め，継続と安定性を求める強い教育
制度へ），②生涯学習体系への移行（学歴社会の弊害を是正し，学校中心から生涯学習体系
へ移行），③変化への対応（国際社会への貢献，情報社会への対応） など，「総合行政」とし
ての「生涯学習」推進がうたわれ，「いつでも，どこでも，だれでも」学べる「生涯学習社
会」（生涯学習体系への移行）が明確に示された。
　そして，1999年の生涯学習審議会答申「学習の成果を幅広く生かす－生涯学習の成果を生
かすための方策について」では，従来の行政が行ってきた「学習機会の提供」に加えて，そ
の「成果の活用」促進にも力を入れる必要があるとして３つを課題として掲げている。それ
は，学習成果を，①個人のキャリア開発に生かす，②ボランティア活動に生かす，③地域社
会の発展にいかす，である。これは，産業構造の変化や雇用の急速な流動化が勤労者のより
高い職業上の知識や技能を獲得しサバイバルを図っていかなければならないからであり，地
域社会の様々な課題を解決するためには，国や地方の行政に依存するばかりでなく，住民が
問題解決を目指して学習し，積極的にかかわっていくことが必要であり，生涯学習の成果を
活用して社会活動を行うことは，個人の喜びであると同時に社会の発展にとっても必要だか
らという背景がある。
　②　教育基本法の改正と学習成果
　戦後まもなく制定された教育基本法は，2006（平成18）年に全部改正された。その重点の
ひとつとして，新たに規定された生涯学習の理念については，国民一人一人が，自己の人格
を磨き，豊かな人生を送ることができるよう，その生涯にわたって，あらゆる機会に，あら
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ゆる場所において学習することができ，その成果を適切に生かすことのできる社会の実現が
図られなければならない（第３条），と新たに規定された。
　学校教育の規定でも，学校においては，教育の目標が達成されるよう，教育を受ける者の
心身の発達に応じて，体系的な教育が組織的に行われなければならない，とする規定（第
６条第２項）が加わり，「体系的・組織的」な教育が強調されている。大学の規定も新設さ
れ，従来，学校教育法において，「広く知識を受けるとともに，深く専門の学芸を教授研究
し，知識，道徳的及び応用的能力を展開させる」（第52条）と規定されていたが，改正され
た教育基本法では，高い教養と専門的能力を培うとともに，深く真理を探究して新たな知見
を創造し，これらの成果を広く社会に提供することにより，社会の発展に寄与するものとす
る（第７条）と規定された。ここでは，「広い知識」が「高い教養」に，「深く専門の学芸を
教授研究」が「専門的能力を培う」とより平準化されたものとなり，高等教育のユニバーサ
ル化を反映した表現になっている。そして，ここでも「成果の提供」が規定されている。
　また，「私立学校の学校教育において果たす重要な役割」についても規定（第８条）が加
わり，主として公立学校において展開されてきた学校教育が，「官」から「民」への移行が
進み，今日では私立学校の役割がきわめて大きくなっていることを示すものといえる。
　
　（４）大学の役割と「コミュニティ政策学部」のめざすもの
　2006年改正後の教育基本法は，私学の役割を重視し，「体系的・組織的」な学校教育の実
施と学習成果の達成，その成果の社会への提供を要請している。高等教育のユニバーサル化
という現実に適切に対応するとともに，学士課程の役割を踏まえ学生のニーズと大学の教育
方針とのマッチングを図るとともに，基礎力と実践力を備えた人材の育成，排出という課題
について，それぞれの大学が，的確かつ敏速に取り組む必要性を示すものといえる。
　従来，大学は，優れた研究者が，その学問や研究成果を伝授するところであり，そうした
ものを求めて学生が集まってくると考えられてきた。そうした面も否定されるべきではない
が，時代が要請するものは，社会が必要とする人材の育成であり，「公」が再考される中で，
新しい役割の担い手であり，参加・協働の担い手であるといえる。したがって，単に科目設
定を行い，その講義を適宜提供するだけではなく，大学自身が，今日の社会で必要とされる
人材はなにか，その担い手としての学生をどのように育成するかという課題を追求し，見定
め，それを探す学生の皆さんに向けて明らかにしなければならない。
　すでに述べたように，淑徳大学は，学祖長谷川良信が求めてやまなかった「社会事業の担
い手」を育成する大学であり，そして，「実学」を修めるところである。これが建学の精神
であり，それこそが淑徳大学の最大の存在価値といえるのである。ここで言う社会事業と
は，まさに社会における事業であり，社会のための事業である。「実学」とは，実際に役に
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立つ学問である。長谷川は，「社会事業とは社会の進歩人類の福祉の為めに社会的疾病を治
療し社会の精神的関係及経済的関係を調節する機能をいふ」と定義した（７）。
　この精神のもとに巣立った卒業生は，全国において福祉，行政，教育をはじめ各分野にお
いて活動し，リーダーとして優れた成果を示す者も少なくない。現在の総合福祉学部は，主
として「福祉の担い手」の育成を目指している。これに加えて，新しい「コミュニティ政策
学部」は，主として「政策の担い手」を育成しようとするものである。この人材開発の実績
が「学習成果」となる。
３　既存コミュニティ政策学部・学科等の概観
　（１）既存コミュニティ政策学部・科等の概観
　日本において，すでに，この用語を用いた学部，学科が存在する。また，コミュニティ政
策学会（JCP）も発足している。ここでは，それぞれのコミュニティ政策部・科等の考え方
や目指すものを公開されているホームページ等からみてみよう。
　①　愛知学泉大学コミュニティ政策学部
　愛知学泉大学では，1998年にコミュニティ政策学部コミュニティ政策学科を設置してい
る。
　ここでは，「コミュニティ政策学」とは，コミュニティにおける生活諸問題の解決のため
の計画と方策=政策を総合化した学問体系のこと，と規定し，狭域，広域，超域というコ
ミュニティの広がりを示し，それぞれの課題を例示している。（８）
　②　立教大学コミュニティ福祉学部コミュニティ政策学科
　立教大学では，コミュニティ福祉学部にコミュニティ政策学科を置いている。
　ここでは，「人々が生活者の視点から主体的につくり，参加する社会的な組織がコミュニ
ティ」であり，「諸問題の本質を正確にとらえた適切な解決策」をコミュニティ政策と考え
ているといってよいだろう。（９）
　③　常盤大学コミュニティ振興学部地域政策学科
　常盤大学では，コミュニティ振興学部に地域政策学科を置いている。
　明確な定義を見ることはできなかったが，「地域とそこに住む人々の課題を浮き彫りにし，
問題解決のデザインを構想し，政策の企画立案，実施管理，評価改善を行う」ことがコミュ
ニティ政策であると読み取れる。（10）
　④　聖学院大学政治経済学部コミュニティ政策学科
　聖学院大学では，政治経済学部にコミュニティ政策学科を置いている。
　「ここでのコミュニティとは私たち人間が住んでいる町や村など人間の地域社会のことを
主に念頭においているのです。政策とは簡単に言うと「問題解決法」ということになりま
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す。ですから，私たちの住んでいる町や村などの社会の諸問題を解決していくことを考える
学科」としている。ＥＵ（欧州連合）などのコミュニティの世界的広がりについても言及し
つつも，自治体をその対象の中心に置いている。（11）
　⑤　同志社大学政策学部
　同志社大学では，政策学部においてコミュニティ政策の講義を開講している。
　「国や自治体，企業，あるいはNPOやボランティア組織も政策を作って実行していると
考えることができます。社会の中で様々な問題を発見し，それを解決に導くまでの一連の
プロセスを体系的に定めているものを「政策」と考えます。「政策」を英語でいうと，普通
は「policy（政策・方針・手段）」ですが，政策学部で考える「政策」には「strategy（戦略）」
「program（計画）」「project（企画・事業）」なども含まれる」。
　「コミュニティ政策では，コミュニティ課題の発見，コミュニティ政策形成・実施・評価，
自治会とＮＰＯとの連携，コミュニティの活性化と行政との関係，などを取り上げる」など
と紹介している。（12）
　⑥　コミュニティ政策学会
　なお，愛知学泉大学を拠点として，2002年６月に「コミュニティ政策学会・研究フォー
ラム」が発足し，2004年７月の総会で「コミュニティ政策学会」（JCPA）と名称を変更し
た。その目的は，「理論的，理念的および実践的背景を問わず，人間の尊厳をふまえ，人間
相互の共同性と人間と自然との共生を基盤とするコミュニティの建設に貢献することを目指
す。これまで多様な研究領域や地域で独自に展開されてきたコミュニティづくりに係わる
人間，社会，環境等をめぐる理論・政策活動を学際的に総合するとともに，徹底して現場
に依拠して理論的，政策論的研究と実践活動の結合を図る」ことであり，事業としては，①
研究大会（年１回，総会と兼ね）を開催，②プロジェクト別共同調査研究活動を行ない，シ
ンポジウム等を開催する。③機関誌『コミュニティ政策研究』を公刊（会員配布），④会紙
『Newsletter』その他の刊行物の他，⑤各種の研究や内外の学会等との連絡連携，その他，会
の目的を達成するために必要な事業を行う，などとなっている。
　その機関紙の創刊号『コミュニティ政策１』（コミュニティ政策学会・研究フォーラム編
集委員会編　東信堂2003）では，社会学の領域から「コミュニティづくりの展開に関する考
察」，地域経済学からの問題提起として「コミュニティ政策学へのアプローチ」，法学から
「コミュニティ問題への法学的アプローチの基本的理論枠組」，そのほかコミュニティを行政
施策として展開する立場などからの論文が掲載されている。こうした構成と会の目的から，
関連諸科学・理論を動員し学際的に総合する「コミュニティ政策学」という「コミュニティ
政策学会」が構想する学問的性格とその輪郭を見ることができる。
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　（２）既存の政策学部等の比較とまとめ
　以上，コミュニティ政策学部および学科，関連学部等を見てきたが，ここでは，いくつか
の共通点と相違が見受けられる。
　①　「政策」の概念（考え方）
　「政策」の概念あるいはもっと緩く考え方としてもよいが，それほど固定的にとらえていな
い，また，分析概念としては用いられていない点で共通している。しかし，「政策」について，
さらに踏み込んで，「普通は「policy（政策・方針・手段）」だが，政策学部で考える「政策」
には「strategy（戦略）」「program（計画）」「project（企画・事業）」なども含まれる」（同志社
大学）と，より戦略的に表現している。この点では，後述の西尾勝の指摘と少々相違がある。
しかし，これ自体それほど厳格に規定しているわけではなさそうなので，大枠とそれを構成
する各レベルを示したうえで「よりきめ細かいとらえ方をする」と理解すべきであろう。
　また，愛知学泉大学コミュニティ政策学部および聖学院大学政治経済学部コミュニティ政
策学科では，「コミュニティ政策」の概念（考え方）を意識して示していると思われる。
　②　「コミュニティ」の範囲
　「コミュニティ」の範囲としては，地域社会から世界・国際社会に至るまで広がりのある
ものとしてとらえることでは共通している。また，聖学院大学では，「わが国においては具
体的には主として市町村という行政単位を念頭に置くことになろう」（13）として，世界に至る
まで広がりのあるものと認識した上で，中心的対象を自治体である市町村にあることを示し
ている。
　③　学問体系
　学問体系としては，コミュニティに係わる研究と関連する諸科学・理論を動員し学際的に
総合する，コミュニティ政策学を実践的学問体系とし，フィールドワーク等を重要視すると
いう点で共通している。なお，同志社大学は，「政策学」ではなく，「政策」そのものを学ぶ
新しい学部，という点で学問のあり方を異にする。ただし，「現実の政策立案を軸に，必要
とされる能力・知識・技術を体系的に学べるカリキュラムを編成。１年次からの少人数クラ
スで，問題解決能力の徹底した育成」をめざすとしている点で，教育・学習手法については
共通性が高い。
　④　キャリアデザイン
　学生の進路を，公務員，教員，ＮＰＯ活動者など地域社会の担い手として育成し，排出す
る点でおおむね共通している。同志社大学は，「政策」そのものを学ぶ学部という性格から
企業や政治家への進路を先に掲げている。
　⑤　学部名称その他
　学部・学科の名称，開講科目，取得資格などに当然ながら差異が見られる。これらは，当
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該大学の沿革，母体学部，地域的ニーズに対応するなど各大学の事情であろう。いずれにし
ろ，それらは，学際的分野であるがゆえに，その基盤となる社会学，経済学，法学，政治
学，行政学などの学問分野からアプローチしても，「コミュニティ政策」という分野の学問
的展開が可能となることを示すものといえる。
４　淑徳大学の新学部における「コミュニティ政策」
　（１）新学部における「コミュニティ」の考え方
　①　コミュニティ政策学部
　淑徳大学では，新学部を設立する際，学問分野を異にする新しい学部ではなく，既存の学
科を引き継ぎ改組するという方針で，「届出」により設置するという手続きを選択した。こ
の事情から，「コミュニティ政策学部」という名称になった側面は否定できない。しかし，
日本語でいう「地域政策」という場合の「場所」や「地方」を限定的にイメージさせるより
は，一定の広がり，また，「人々のつながり」を含む汎用性の高い概念ととらえられる点で
むしろ優位性があると考えられる。
　日本においては，コミュニティは英語の communityの翻訳語として使われてきたが，英語
圏で日常使われる英語の communityは必ずしも地域性が不可欠な概念構成要因ではないこと
から，ここでも，近隣社会，市町村・地方自治体，コミュニティとしての国，国際社会にい
たるまで広がりを持つ概念としてコミュニティをとらえる。
　そのうえで，淑徳大学のコミュニティ政策学部では，その中心となる研究対象領域を近隣
社会や市町村あたりとする。そして，その組織や活動について，実践的にかかわり，その政
策を理解し，分析・評価し，さらに構築することを学ぶ学部である，と整理しておきたい。
　②　コミュニティ創設論議……第１期コミュニティ論議時代
　次に，日本における政策の対象としての「コミュニティ」の論議を追ってみよう。
　日本における「コミュニティ」論議は，おおよそ政府機関の問題提起を伴って活発化した
といえるが，もちろん，それは，行政施策のツールとして，人々の暮らし－その範囲とつな
がりを「うまく」表現する言葉としての「コミュニティ」であり，それ自体が政策的でもあ
る。
　1960 年代終盤から80年代にかけて盛んにコミュニティが研究・議論された時代は「第１
期コミュニティ論議時代」といえるだろう。
　1969（昭和44）年に国民生活審議会調査部会コミュニティ問題小委員会が『コミュニ
ティ－生活の場における人間性の回復』の報告を行っている。当時，高度経済成長が都市に
おける生活環境の悪化や人間関係の荒廃を引き起こしたという認識が広がり，その解決策と
して，「コミュニティの創設」が提唱され，「コミュニティ」は注目される語となった。報告
⑼
淑徳大学総合福祉学部研究紀要　第44号　2010
では，コミュニティを「生活の場において，市民としての自主性と責任を自覚した個人およ
び家庭を構成主体として，地域性と各種の共通目的をもった，開放的でしかも構成員相互に
信頼感のある集団を，われわれはコミュニティと呼ぶことにしよう」としている。
　この報告及び前年の同審議会答申に使用された「コミュニティ」は，かつての「ムラ社
会」の秩序とは違った新たな地域のあり方を示すものとされる。都市問題の解決のためには
都市部におけるコミュニティのあり方を再考する必要性を指摘したものであり，自然発生的
な存在としてではなく，政策的に創設されるべきものとして位置づけられている。
　これまで，日本語として使用されてきた「コミュニティ」は，マッキーバーの定義にかな
り忠実であったと思われる。これは，コミュニティの研究者が主要な役割を持つ政府機関に
よって「コミュニティ」という用語の導入が行われたためといってよいだろう。しかし，こ
れを行政施策として展開しようとしたことにより，マッキーバーが提起した自然発生的な
「コミュニティ」とは少し性格の違ったものになったといえる。
　第１期コミュニティ論議時代は，コミュニティに関する研究が盛んに行われたが，その代
表的なものとして，松原治郎の1978年『コミュニティの社会学』，奥田道大の1983年『都市
コミュニティの理論』などをあげることができる。
　松原は，「大都市コミュニティ」と「居住地区コミュニティ」という２ つのコミュニティ
が激しく異質化していると指摘し，社会学におけるマッキーバー以来のコミュニティ論とは
違ったアプローチの必要性を示した。高度経済成長よって生産関連の機能は高度に発達した
が，一方で，生活基盤整備は遅れ，人々の日常生活の場ではさまざまな問題が生じた。そこ
で「居住地区コミュニティ」をどうするか「一つには精神的共同性への人々の希求から，い
ま一つには生活防衛上の機能的共同化の必要から」最重要課題であるとし，T,パーソンズの
AGIL 図式を援用して①経済的・環境適応的行為，②政治的・目標達成的行為，③社会的・
統合的行為，④教育・文化的，内面水準維持的行為，⑤余暇的・リラクゼーション的行為の
５つのコミュニティの存立条件を示した。そして，これらを十分備えることがコミュニティ
のあるべき姿であると論じた。
　奥田は，1970 年代のこうしたコミュニティの「あるべき論」に対して，実態把握を重視
する立場から「主体－客体」「特殊－普遍」の二軸を設定し，①地域共同体モデル（ムラ社
会的），②伝統的アノミーモデル（都市化過程での旧住民と新住民の軋轢），③個我モデル
（権利性の高い住民により構成），④コミュニティモデル（自らをまちづくりの主体と位置
づけ，開放的）の４つのモデルを提示し，現実のコミュニティの類型化の作業を通じてその
『進化』の過程を明らかにしようとした。
　一方，行政の政策分野では，全国の多くの自治体が「コミュニティ」の提唱に呼応してコ
ミュニティ政策に取り組んだ。その先駆けとして，三鷹市では，中学校区単位に「住民協議
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会」が設置され，「コミュニティ・センター」を管理運営している。武蔵野市は，一般公募
の市民で「コミュニティ協議会」を組織し，区域を設定しないで「コミュニティ・センター」
を管理運営するものである。両市は，コミュニティ・センターの管理運営と住民の親睦的活
動さらにその組織による自治的活動が特徴となっている。今日でも，それらの活動は続けら
れているが，すでに30数年を経て，従来の担い手の高齢化などに伴う問題も指摘される。
　このほか，高知市では，小学校区単位で一般公募により参加した市民でコミュニティ計画
を策定し，さらに計画実現に向けた取り組み，神戸市では，まちづくり条例に基づき，住民
が自主的にまちづくり協議会を組織，これを市長が認定し，まちづくり協定の締結，地区計
画の決定等を行うなど多くの取り組みがみられる。
　なお，日本都市センターでは，自治体を対象に行ったアンケート調査から，コミュニティ
組織を次のように分類している。自治会・町内会を基盤とするものがほとんどであり，これ
にＰＴＡ，婦人会，老人会等の地域組織を加えた組織がコミュニティ組織の類型として最も
多くなっている。
　【コミュニティ組織の類型】
「自治会・町内会単独」型  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 32.8％ 
「自治会・町内会+地域組織（ＰＴＡ，婦人会，老人会等）」型  . . . . . . . . . . . . . . . . . 54.5％ 
「自治会・町内会+地域組織+一般公募の住民」型  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  3.2％ 
「自治会・町内会+地域組織+市民活動組織（地域単位で活動するNPO等）」型  . . .  7.3％ 
「自治会・町内会+地域組織+市民活動組織+一般公募の住民」型  . . . . . . . . . . . . . . .  1.3％ 
「一般公募の住民」型  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  1.0％
日本都市センター『自治的コミュニティの構築と近隣政府の選択』2002
　③　第２期コミュニティ論議時代……自己解決能力を備えたコミュニティ
　第２期コミュニティ論議時代は，第１期当時の「高度成長期」が終焉し，経済，人口の拡
大が期待できない，しかし，わずかな希望があり，その変化が徐々にであるという意味で
「安定期」への移行という日本の社会状況を反映した論議といえる。
　近年では，2005（平成17）年７ 月に国民生活審議会総合企画部会が，『コミュニティ再興
と市民活動の展開』と題する報告を行っている。この報告では，「人々の暮らしの中で様々
なニーズが出現している一方，人と人とのつながりに属さない社会的に孤立した人の問題が
深刻化している」，「地域社会では一人ひとりが単独で生きていけるわけではない。福祉や
防犯，子育て，環境など身近な問題について，地域の人々が共通の問題意識を持ち，つなが
りを形成しながら積極的に対応する姿勢がこれまで以上に重要になってきている」として，
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「自己解決能力を備えたコミュニティの役割」を注目し，コミュニティ再興の必要性を主張
する。そして，「コミュニティとは，自主性と責任を自覚した人々が，問題意識を共有する
もの同士で自発的に結びつき，ニーズや課題に能動的に対応する人と人とのつながりの総体
のことをいう」として，コミュニティに新たな定義を与えている。
　ここでは，従来の地域を基盤とした「エリア型コミュニティ」が，高齢化，近所付き合い
の希薄化などにより課題対応ができなくなりつつある一方，福祉，教育文化，まちづくりな
どの市民活動を中心とする「テーマ型のコミュニティ」の創造が進んでいることを指摘し，
行政でも企業でもない市民が形成するコミュニティの役割に着目したというのである。
　＜コミュニティとは＞
　学問的には，さらに厳密な言及が必要とされるかもしれないが，本稿ではそれを主たる目
的としていないので，一応，コミュニティとは「それぞれの地域または領域において，自主
性と責任を自覚した人々が，問題意識を共有するもの同士で自発的に結びつき，ニーズや課
題に能動的に対応する人と人とのつながりの総体をいう」（14）ととらえておくこととする。
　（２）新学部における「政策」の考え方
　①　政策の概念
　こうした，コミュニティにおいてより豊かなくらしを実現するための政策が，コミュニ
ティ政策ということになる。
　ところで，「政策」は，ごく一般的な用語となっているため，改めてこれを定義すること
は大変に難しい。西尾勝は，政府の政策すなわち公共政策の定義として「政府の方針・方
策・構想・計画などを総称したものであり，政府が，その環境諸条件またはその対象集団の
行動に何らかの変更を加えようとする意図のもとに，これに向けて働きかける活動の案」（15）
とした。同時に，「政府の活動案のすべてを政策と呼ぶのが妥当かといえば，そうでもない。
英語圏の用語法にも，政策（policy）と施策（program）と事業計画（project）の概念の使い
分けがあるように，政府の活動案のなかの特定のものだけを政策と呼ぶ用語法の方が一般的
である」（16）と指摘している。この政府の政策の定義および用法に関して特段の異議を唱える
主張はないようである。
　なお，政府機関の実務家にとってみると，法令，予算，これらに含まれる事務・事業，長
等の施政方針，記者会見での意見表明その他も政策だということになると，「政策」という
言葉は，おおよそ全部となってしまい，「政策」にこだわる意味がなくなってしまう。
　これについて，西尾は「政策」概念を限定的・固定的に使うべきでないとする。具体的に
は，政策には色々のレベルのものがあり，ヒントやアイデアの段階における政策もありう
る。調査研究も政策研究の一部であり，状況調査を行って課題を明確に定式化することも政
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策研究のカテゴリーに入れる。行政活動を支えている管理活動，マネジメント活動について
の政策もありうる。自治制度の在り方についての研究も政策研究であり，地域の諸団体ある
いは諸企業や住民の活動についての立案提言も立派な政策研究であり，理事者や管理職など
行政のトップレベルの者が考えることだけが政策ではないという（17）。
　他の「政策」の定義としては「一般に，個人あるいは集団が，欲求の対象としている財や
状態といった特定の価値を獲得し，維持・増大させるために考える行動の案・方針または計
画のことをいう」（18），「目標達成の為に採る特定の手段，方法，手法，選択肢，等のこと」（19）
などがある。また，真山達志も，政策を広く定義すれば，「問題解決のための基本方針と，
その方針に沿って採用される解決手段の体系である」とし，社会の諸問題を解決するために
問題解決主体が採る諸手段の体系が政策であるとする。そして，社会の問題やニーズが生ま
れてきた原因，背景を整理することによって設定される「課題」（政策課題）の重要性を指
摘する。このように定義をすると，個人や民間組織・団体が，それぞれの直面している問題
を解決するために策定する方針や採用する手段の体系も政策と考えることができる（20）。
　これらから，ここでは，政府部門，民間部門を貫くものとして，政策とは，課題を解決す
る方策であり，「課題の設定，それらを解決するための方針，実施の計画及びそのために採
用される施策等の体系」と考えることとする。
　②　コミュニティ政策とその対象　
　したがって，ここでいうコミュニティ政策とは，とりあえず，「コミュニティにおいてよ
り豊かなくらしを実現するための課題の設定，それらを解決するための方針，実施の計画及
びそのために採用される施策等の体系」と定義しておくこととする。より具体的な対象をあ
げれば，地方自治体，主に市町村の政策，その骨格をなす自治体計画，自治会・町会など地
域の団体の組織と活動，NPO・NGOをふくむテーマ追求型の組織と活動，企業と地域等と
の関係およびその活動などである。
　その活動の実態を理解するとともに，意義を確認し，課題の設定，それらを解決するため
の方針，実施の計画及びそのために採用される施策等の体系を学び，学びの主体者自らもそ
の政策過程の実践を試みることになるだろう。
　（３）コミュニティ政策論の概要
　一応，「コミュニティ」と「政策」および「コミュニティと政策」について整理をした。
ここで，淑徳大学コミュニティ政策学部において必修科目であり導入科目となっている「コ
ミュニティ政策論」について，予定される授業計画の概要を示すこととしたい。
　要約すると以下のテーマと内容の授業計画となっている。
　１ 　「現代社会とコミュニティ」  今日の社会が抱える福祉・介護，災害，犯罪，環境，産
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業などの諸問題に対して，コミュニティの役割が注目されてきていること。その意義，
要因・背景などを解説し，「コミュニティ」「政策」などコミュニティ政策の基本的な用
語を概説する。
　２ 　「コミュニティとはなにか」  社会類型，ニーズ充足組織，行政施策の対象としての
コミュニティなどを解説し，今日的なコミュニティの意義を考える。また，「コミュニ
ティ政策とは何か」として，その意義，範囲，体系や表現の形式について解説する。ま
た，この講義が学部（学科）における導入科目であることから，学科のカリキュラム
（科目の体系，順次性等）を概説する。
　３ 　「コミュニティ政策の担い手」　中央政府・地方政府…政府とはなにか。中央政府及
び地方政府の役割としくみ，また，近年の地方分権の状況や中央と地方の関係について
概説する。次に，政府が統治機構（政策）を独占する時代から，市民セクターを含んだ
『ソーシャルガバナンス』へ移行しつつあることから，その意義，要因・背景，課題等
を解説する。
　４ 　「地方自治体の課題とコミュニティ政策」　自治体合併，財政危機，行財政改革など地
方自治体の今日的課題を概説するとともに，地方自治の意義とコミュニティ政策との関
係を解説する。次に，「地方自治体の計画とコミュニティ政策」として，地方自治体の
行政計画の概要を紹介するとともに，総合計画の体系，根拠，性格及び分野ごとに個別
計画等があること，それらの関係などを解説する。また，「総合計画」について，実際
の見直し作業をはじめ一連の政策過程及び決定とその方法，計画された事業実施の概要
などを紹介し，これらの計画とコミュニティ政策との関連について解説する。
　５ 　それぞれの政策分野，「福祉・介護」（障がい者，高齢者，低所得者，子どもなど支
援を必要とする人たちの日々の暮らしの分野），「地域の産業・経済」（主に農業問題，
地域の商業問題などの分野），「地域の安心・安全」（災害や犯罪，交通事故や振り込め
詐欺，消費生活問題など），「環境問題」（ごみ処理，リサイクルなどを中心に）現在日
本が抱える問題点，課題を紹介するとともに，「産業・経済」に関する政府政策及びコ
ミュニティ政策の現況と意義，課題を解説する。
　６ 　「コミュニティ政策のコスト」コミュニティ政策を実施していくための費用や人材等
の調達，配分の実態や課題について解説する。
　７ 　「まちづくりと市民参加・協働」中央・地方政府ともに財政危機が深刻になり，政府
政策の限界も指摘されていことなどから市民参加・協働の取り組みが盛んになってき
た。この意義と要因・背景，可能性について解説する。まとめとして，「コミュニティ
政策の展望」，これからの社会では，「地域」と「それぞれのテーマ」において，コミュ
ニティ政策の展開が重要性を増していく。コミュニティ政策の意義を再確認し，今後の
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可能性と課題について解説する。
＜地域総合論＞
　この科目と並んで，導入科目に「地域総合論」がある。ここでは，市民や企業・団体など
地域の構成員が，それぞれ地域問題の解決や地域の価値を創造するための活動や役割，課題
や問題点を理解するため，各地域における具体的活動事例を紹介する。その活動の実態とと
もに，人材や組織，情報ネットワークその他の地域資源の蓄積などを通じて，組織の地域力
を醸成していく過程及びその成果などについて解説する。教員の講義だけでなく，実際の活
動者の体験談・問題提起なども聴くことにしている。
　学習内容としては，現代日本の地域組織の現状と活動について概説し，①「エリア型の活
動と組織」についてその実態をさぐり，問題点・課題を考える。具体的には，自治会・町
内会，「まちづくり」をテーマとするNPOその他の組織の活動などを対象とする。②「テー
マ型の活動と組織」についてその実態をさぐり，問題点・課題を考える。具体的には，福
祉，環境，子育て，国際交流などをテーマとするNPOその他の組織の活動などを対象とす
る。③現在の日本で企業が地域の発展に果たす役割と活動の実態をさぐり問題点・課題を考
える，などである。
　この２授業のほかに，必修科目として「コミュニティ研究Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ」「ケーススタディ
Ⅰ，Ⅱ」「ワークショップⅠ，Ⅱ」がある。そのため，どちらかといえば「座学」よりも
「実践学習」に重きを置いた授業が多くなる。
５　政府政策の限界と新しい政策の構築
　（１）国・地方の財政危機と市民参加
　近年にいたるまで，あるいは現在でも，市民のくらしを支える役割は，もっぱら中央政府
および地方政府の行政職員（官僚機構）が中心となって担ってきたといってもよい。いわゆ
る「右肩上がり」の経済成長は，それなりの税収を確保できたし，1960年代終盤から80年代
にかけて台頭した革新首長の「住民要求先取型」政策推進も相当程度可能であった。
　しかし，今日，その政府は，未曾有の財政危機となっている。2008年度末の国の長期債
務残高は約615兆円，地方分が約197兆円，重複分34兆円程度を除いて合計778兆円にものぼ
る（21）。また，全国の多くの自治体は，人件費，扶助費，公債費で構成される義務的経費の
上昇で財政は硬直化し，公共施設の建設など行政水準の向上に直接寄与するとされる投資
的経費は減少してきている。財政構造の弾力性の指標である経常収支比率も適正とされる
70～80％を大きく上回り，全国800市平均でも90.3％（18年度決算）で，100％を超える自治
体（同40市）もある。ほとんどの地方自治体は，「自由に使えるお金」がほとんどない状況
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となっている。
　この要因は，①教育・文化施設，上下水道，道路などの都市基盤（シビル・ミニマム）の
充足，すなわち都市の成熟により必要とされる大型の建設事業が減少したことに伴う投資的
経費の低下，②税収等収入の減少もしくは停滞と義務的経費の増大・財政硬直化に伴う投資
的経費の減少がある。この２つは必然的要因といえる。これとあいまって，③行財政改革に
伴う政策選択・事業選択での公共施設建設事業などの優先順位の後退，これは政策的要因と
考えられる。
　こうした財政危機の中にあって，自治体は「旧態依然」とした政策展開ができないのは明
らかである。筆者は，自治体行政に35年ほどかかわってきたが，この間に，客観的には情報
公開は進み，情報伝達技術の著しい発達などによって，市民にとって豊富な行政情報の入手
が可能となる大きな変化があった。また，市民参加の進展，市民の高学歴化などにともなっ
て，成熟段階にある都市部の自治体経営の主体は，「職員」から「市民と行政との協働」へ
と変わりつつあるといえる。
　また，国政においても，2009年９月に従来の自由民主党を中心とした政治展開が大きく変
化し民主党を中心とした政権に変わった。「地方主権」を掲げる民主党の今後の政策選択と
その実行が注目されるが，いま迎えた人口減少・超高齢化・少子社会は，わが国においては
未知の世界であり，中央政府，地方政府，地域社会の各レベルにおいて，その持続可能な
「しくみ」の創造が求められている。
　（２）新たなしくみづくり
　この各レベルにおける持続可能な「しくみ」は，行政ばかりではつくれないのである。な
ぜなら，このしくみは，国際社会における国と国，わが国における国と地方，地方と地方，
地方と住民，住民同士，さらに年代間・ジェンダーの役割分担を必要とし，その具体的施策
の実行にともなう費用と責任を分担しなければならないからである。
　2000年の地方分権改革に始まるわが国と地方の役割分担は，機関委任事務の廃止をはじめ
「三位一体」改革，財源移譲など紆余曲折を経ながらも進められている。平成大合併により
の3,229（1999年４月）あった市町村は，1,795（2008年３月）となり，都道府県から市町村
への事務移譲も進んでいる。その評価はともかく地方間の役割分担は，再編成されつつある
といえよう。
　しかし，日々の生活，すなわち，住み，通勤・通学し，買い物をするなどの暮らしの単位
における住民と自治体との役割分担，住民同士の役割分担，さらに年代間・ジェンダーの役
割分担，それらの課題の発見・整理，その実現方策の策定，その実行の組織，資金等の調
達・その使用方法などについての整理・体系化はそれほど進んでいない。たとえば住民と自
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治体との役割分担，協働などを進める例規として，「自治基本条例」があるが，この制定自
治体は，現在，全国で60自治体程度（22）であり，全体の３％ほどである。また，従来からの
自治会・町内会，老人クラブ，青年団，婦人会などの地域組織も新規加入者の減少，役員・
リーダーの不足などにより機能不全に陥っているところも少なくない。そうした組織の存
在，役割を含めて「あり方」も課題となっている。
　これらコミュニティにおける政策策定，実行の組織，資金等を検討し，その持続可能な
「しくみ」の創造をめざすのは，各レベルの政府ばかりではなく，むしろそれを含むコミュ
ニティであるといえる。たとえば，地域の安全・安心の環境づくりについては，コミュニ
ティが持っている力を生かすほうが，政府機関にすべて委ねるよりもむしろ有効である。第
１に，政府施策は，全般的であり，どちらかといえば受動的であり，個別事項に即応できな
いという欠点がある。その点，コミュニティで，防犯や防災について注意しあう，子どもの
成長をめぐっては各年代を通じたアドバイスや助け合いを行う，在宅の高齢者，障がい者の
日常的な見守りを行うことなどは，「よく知っている人」の「現在に対応する」活動であり，
地域の「安全・安心」の環境を実現するためには効果的であるといえる。
　第２に，政府機関にすべてを委ねることになると，それにかかる費用を，市民が負担する
ことになる。その場合，増税または他の事業費の削減が必要となる。いわゆる「ムダな事
業・経費」が，まだまだ多い場合は，当面，そうした事業・経費の削減を行う必要がある
が，地方自治体などでは，かなりの水準でムダを省いており，早晩，限界がくるであろう。
そうすると，当然，政府の役割とは何か，政府がほぼ独占的に行わなければならない事業と
はなにかが問われることになる。そうした整理と役割分担ができれば，効率性と現場性をも
つコミュニティ政策の重要性は，飛躍的に高まることになろう。
　ただし，市民のコミュニティ活動によって解決できる分野は，限られた分野にとどまる。
したがって，コミュニティ政策の推進は，基本的な生活権保障の政府責任を明確にし，それ
との協働が前提となる。なお，「協働」の定義は，必ずしも確定していないが，行政との協
働という場合は「市民と行政機関が，それぞれの役割と責任を確認し，それらを担いながら
相互に協力し補完すること」と考えられる。
６　コミュニティ政策学の展望
　（１）諸領域を統合する実学
　市民と行政機関が，それぞれの役割と責任を確認し，それらを担いながら相互に協力し補
完するものとしてコミュニティ政策が実行できれば，実に有用であり，次代の政策全体が展
開されるうえでカギを握ることとなろう。
　政府政策，市民セクターの政策を総合し，コミュニティに帰結する政策を広義のコミュニ
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ティ政策（regional policy）とすると，その実行として経済開発（economic development）が
ある。世界の国・人々のほとんどが，経済の発展が人々に富をもたらすと考えてきたといっ
ても過言ではない。しかし，日本の高度経済成長が多くの『ひずみ』を生んだように，経済
開発の過程で多くの問題が生まれた。その対処法として社会開発（social development）が要
請されたといえる。しかし，それらのもととなった政策は，いずれも各レベルにおける政府
政策であった。
　いま，日本では政権交代があり，国レベルの政策も大きくゆらいでいる。その実行に要す
る財源の問題も解決困難で極めて大きい今後の課題である。財政危機をはじめとして政府政
策の危機の時代といえる。そこで，「くらしは誰のものか」という視点から，地域的経済開
発のためだけの政策やそのデメリットを調整する政策ではなく，地域住民の連帯性，創造
性，主導性，そして，各政策主体との協働を含んだコミュニティの開発を注目しなければ
ならないだろう。この政策が，ここでいうコミュニティ政策（community development）であ
る。
　では，その科学性を追求するコミュニティ政策学が成立するとすれば，どのような学問と
なるだろうか。否，成立させるためには，どのような構想と努力が必要であろうか。
　いうまでもなく，既存の学問，すなわち政治学，法学，行政学，経済学，社会学等を基盤
とした学際的・横断的なものであることは間違いない。同時に，そのことが政策課題の実現
という実践に結びつかなければ，われわれがめざす「実学」とはならない。そういう意味で
は，学際的かつ実践的でその成果が人々の生活により直接的に反映される学問を構想する。
　確かに，政策は，学問上においては研究対象であり，実践自体は学問とはいえない。しか
し，人々の暮らしを対象とし，具体的課題を発見し，各々の政策過程において実現可能な政
策をどのように作り上げるのか，そして，その実践を可能とする法則性を見出すことは，十
分に学問研究に値すると考える。そこで，コミュニティ政策学とは「コミュニティにおける
各政策およびその主体，政策過程等を対象とし，よりよいコミュニティの実現を可能とする
成果が直接的に反映されることをめざす実践的学問」としておき，今後，さらに具体的な展
開を図っていくこととしたい。
　（２）コミュニティ政策学部の教育・研究と実践主体の育成
　コミュニティ政策学部においては，その教育・研究のフィールドはコミュニティである。
まさに，現実の暮らしの中から問題点を整理，発見することとなる。その政策プロセスは，
すでに一般化されているといってよいであろうが，政策課題の発見→政策形成・策定→政策
の実施・展開→政策の評価・効果の測定→見直し・政策課題再設定という循環（サイクル）
となる。なお，対象は刻々と変化しているのであり，その変化は，社会と切り離されている
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わけではないので，各過程において，その方法・手続，形式等の検討または確認が必要に
なってくる。また，同学部では，社会学，経済学，法学，政策学を４つの基礎的学問分野と
設定しているが，それは，事象を多角的にとらえることを目指しているためといえる。
　また，こうした学びの多くは，フィールド・スタディにより行われるが，同時に，建学の
精神でもある「自利利他」に通ずる学習法として「サービス・ラーニング」を採用すること
としている。サービス・ラーニングは，すでにアメリカの教育機関では多く採用され，国内
の大学でも相当数採り入れられているが，ボランティア活動など他者へのサービスばかりで
なく，また，インターンシップ・実習などもっぱら学習者となるばかりでもない，その中間
に位置し，その二者を統合するものである。学生がその活動分野を自発的に発見・選択し，
一定期間，無償で社会奉仕活動を行う。そして，そこでの体験・学びを自らの学問研究と人
間形成に反映し発展させていく教育プログラムといえる。
　（３）コミュニティ政策学部のめざす人材
　今日，希望すれば入学できる「大学全入時代」，高等教育のユニバーサル段階を迎え，大
学は「社会で必要とされる人材の育成」が課題となっている。そのためには，それぞれの大
学がそのビジョンを示し，それと入学生との適切なマッチングによって，相互に目標を共有
して教育・学問研究に励み，ともに成長することが必要である。
　現在の「福祉の担い手」の育成を目指す総合福祉学部に加えて，新しいコミュニティ政策
学部は，主として「政策の担い手」を育成しようとするものである。地域社会から自治体，
国，企業，NPO・NGOその他の団体で，政策の策定およびその実行に関する重要な役割を
担い，将来そのリーダーとなるべき人材の育成を期すこととなるだろう。
　したがって，これまではもちろん，とくにコミュニティ政策学部では，社会人として必要
な幅広い分野における基礎的な知識と技術の習得をめざすことになる。学問上の論理に加え
て，現実の社会の場で，調査し，課題＝疾病を発見し，課題解決＝治療のための機能を担う
ために必要とされる学問・技術を体得し，その力を発揮できる積極的な人材の育成をめざし
ている。
　いかなる場合でも政策能力と行動力に富む人間は，その環境を止揚し，むしろ環境そのも
のを改革して，大きく成長し，リーダーとして活躍している。コミュニティ政策学部では，
そうした人材を育てたいと思う。
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Research Note
　
The Study of the Science of Community Development
ISHIKAWA, Hisashi　
 In April of 2010 Shukutoku University will open a new college called the College of Community 
Studies and this paper explains the type of education that will be offered and the content of the 
courses which will be available. In particular it is felt that the area of study called the science of 
Community Development needs to be clarified somewhat.
 In this college the main area of study will be Regional Policy, the implementation of which is 
Regional Development. This will be considered by way of its two facets, economic development 
and social development. In addition it is also necessary to consider the importance of community 
development by which we mean not only economic development but also the solidarity, creativity, 
qualities of leadership of and partnership with the residents of the community. These research topics 
will play a central role in the new college and as such, it is hoped that this paper will show why and 
how community development theory will be taught as an introductory subject at our college. 
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